
１．継続組織の前提に関する注記

継続組織の前提に重要な疑義を生じさせるような事象または状況は存在しておりません。

２．重要な会計方針

（１）　有価証券の評価基準及び評価方法

１．満期保有目的の債券・・・・・・・・・・ 移動平均法による原価法を採用しております。

ただし、債券金額と異なる価額で取得した債券で、

当該差額が金利の調整とみとめられるもので、重要性

のあるものについては、償却原価法によっております。

2.その他の有価証券

①　市場価格のない株式等以外のもの・・・・・・・・　当期末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動

平均法により算定）によっております。

②　市場価格のない株式等・・・・・・・・・・・・・・・・・　移動平均法による原価法によっております。

（２）　固定資産の減価償却の方法

１．有形固定資産

①　建物附属設備・・・・・・・・・・・・ 定率法による減価償却を実施しております。

ただし、平成２８年４月１日以降に取得した建物附属設備については、定額法を採用しております。

②　什器備品・・・・・・・・・・・・・・・・ 定率法による減価償却を実施しております。

２．無形固定資産

①　ソフトウェア・・・・・・・・・・・・・・・ 定額法による減価償却を実施しております。

②　商標権・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 定額法による減価償却を実施しております。

（３）　引当金の計上基準

１．賞与引当金

役職員の賞与の支給に備えるため、支給対象期間に対応する支給見込額を計上しております。

２．役員退職引当金

役員の退職金の支給に備えるため、本会の役員報酬及び費用に関する規程に基づき

各事業年度末に当期末要支給額を計上しております。

３．退職給付引当金

職員の退職給付に備えるため、当期末日における退職給付債務（当期末自己都合要

支給額）に基づき、当期末日において発生していると認められる額を計上しております。

（４）　キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

資金の範囲には、現金及び現金同等物を含めております。

（５）　消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりです。

（単位：円）

前 期 末 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 当 期 末 残 高

107,033,916 205,454,151 0 312,488,067

358,654,151 4,200,000 202,854,151 160,000,000

550,459,922 0 3,046,023 547,413,899

719,608,847 27,486,930 0 747,095,777

1,735,756,836 237,141,081 205,900,174 1,766,997,743

24,802,080 6,174,950 0 30,977,030

211,479,161 19,736,301 22,966,651 208,248,811

87,687,952 10,000,584 67,406,822 30,281,714

84,477,138 23,056,085 20,958,000 86,575,223

8,787,495 0 8,787,495 0

417,233,826 58,967,920 120,118,968 356,082,778

2,152,990,662 296,109,001 326,019,142 2,123,080,521

定期預金

小 計

公益目的事業資産

公社債

退職給付引当資産

科 目

みんなで描くみんなの未来プロジェクト事業資金

財務諸表に対する注記

合 計

減価償却引当資産

普通預金

役員退職引当資産

小 計

株式

基本財産

特定資産



財務諸表に対する注記

４．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりです。

（単位：円）

当 期 末 残 高
うち指定正味財
産からの充当額

うち一般正味財
産からの充当額

うち負債に
対応する額

1,766,997,743 (1,318,923,779) (448,073,964)

1,766,997,743 (1,318,923,779) (448,073,964) (0)

30,977,030 (30,977,030)

208,248,811 (208,248,811)

30,281,714 (30,281,714)

86,575,223 (16,207,566) (70,367,657)

0 (0)

356,082,778 (16,207,566) (100,649,371) (239,225,841)

2,123,080,521 (1,335,131,345) (548,723,335) (239,225,841)

５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりです。

（単位：円）

取 得 価 額 減 価 償 却 累 計 額 当 期 末 残 高

64,628,899 59,898,758 4,730,141

39,497,921 35,014,685 4,483,236

110,692,189 105,949,288 4,742,901

2,741,572 1,693,419 1,048,153

217,560,581 202,556,150 15,004,431

６．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりです。

（単位：円）

帳 簿 価 額 当 期 末 時 価 評 価 損 益

10,726,464 12,020,000 1,293,536

104,915,190 117,050,000 12,134,810

52,483,976 58,570,000 6,086,024

77,981,591 86,128,000 8,146,409

87,308,612 96,160,000 8,851,388

10,913,584 12,020,000 1,106,416

117,574,400 123,900,000 6,325,600

35,167,870 36,912,000 1,744,130

50,342,212 48,795,000 △ 1,547,212

150,443,878 148,755,000 △ 1,688,878

697,857,777 740,310,000 42,452,223

利付国債（２０年）第１５８回

科 目

利付国債（３０年）第３３回

商 標 権

公益目的事業資産

みんなで描くみんなの未来プロジェクト事業資金

利付国債（３０年）第２７回

政府保証第５５回株式会社日本政策投資銀行社債

退職給付引当資産

減価償却引当資産

特定資産

種　類　及　び　銘　柄

合 計

什 器 備 品

ソ フ ト ウ ェ ア

科 目

利付国債（３０年）第３１回

利付国債（３０年）第３１回

利付国債（３０年）第２９回

利付国債（３０年）第３１回

利付国債（３０年）第３５回

利付国債（３０年）第２９回

基本財産維持資産

小 計

合計

合 計

建 物 附 属 設 備

小 計

役員退職引当資産

基本財産



財務諸表に対する注記

７．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりです。

（単位：円）

金 額

14,266,434

9,910,682

20,971,557

0

45,148,673

８．キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

（１）現金及び現金同等物の当期末残高と貸借対照表に掲載されている金額との関係は以下のとおりです。

210,238,714円 158,470,017円

0円 0円

210,238,714円 158,470,017円

（２）重要な非資金取引は、以下のとおりです。

９．金融商品の状況に関する事項

（１）　金融商品に対する取組方針

本会は、公益目的事業の財源の相当部分を運用益によって賄うため、債券により資産運用いたします。

なお、デリバティブ取引は行わない方針です。

（２）　金融商品の内容およびそのリスク

投資有価証券は、債券、株式であり、発行体の信用リスク、市場価格の変動リスクにさらされています。

（３）　金融商品に係るリスク管理体制

①　資産運用管理規程に基づく取引

金融商品の取引は、本会の資産運用管理規程に基づき行います。

②　信用リスクの管理

債券については、発行体の状況を定期的に把握し、理事会に報告いたします。

③　市場リスクの管理

決算期および中間期には時価を把握し、理事会に報告いたします。

受取寄付金の振替

なし。

③現金及び現金同等物

①現金預金勘定

②預入期間が３ヶ月を超える定期預金

なし。

経常外収益への振替額

当 期 末

合 計

③現金及び現金同等物

前 期 末 当 期 末

前 期 末

①現金預金勘定

基本財産受取配当金の振替

基本財産受取利息の振替

経常収益への振替額

内 容

②預入期間が３ヶ月を超える定期預金


